
3 ［７ .１ . 1 5］

特別職の給与

一般行政職員の級別職員数

分限および懲戒処分
　「分限処分」とは、心身の故障などにより職員が職務を十分に果た
し得ないことについて行う処分、「懲戒処分」とは、職員の一定の義
務違反に対する責任を問う処分です。

（６年４月１日現在）

区　分 給料月額 期末手当
（年度支給割合）

（参考）類似団体における
最高/最低給料月額（５年度）

市　長 946,000円

6、12月期  2.05月分
計   4.1月分

1,130,000円　/　643,500円
副市長 804,000円 930,000円　/　718,300円
教育長 737,000円 －
事業管理者 718,000円 －
議　長 520,000円 724,000円　/　463,000円
副議長 480,000円 660,000円　/　420,000円
議　員 460,000円 606,000円　/　400,000円

（注）期末手当には、一般職と同様の加算措置があります。

（５年度）

区　分 分限（人） 懲戒（人）
降任 免職 休職 降給 戒告 減給 停職 免職

市 長 部 局 0 0 78 0 0 0 0 0
公 営 企 業 0 0 6 0 0 0 0 0
教育委員会 0 0 6 0 0 0 0 0
消 防 本 部 0 0 2 0 0 1 0 0
合　計 0 0 92 0 0 1 0 0

※同一の者が複数回にわたって処分された場合は、その数を重複して計上しています

（６年４月１日現在）
区  分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

計標準的な
職務内容

主事
技師

主事
技師

主任主事
主任技師 主査補 主査 副主幹 課長

室長
部長
次長

職員数(人) 84 63 136 165 70 67 54 25 664
構　成　比 12.7% 9.5% 20.5% 24.8% 10.5% 10.1% 8.1% 3.8% 100%
1年前の構成比 10.8% 12.9% 21.5% 21.5% 10.8% 10.0% 9.0% 3.4% 100%
5年前の構成比 9.1% 21.0% 25.9% 8.5% 11.7% 9.4% 10.1% 4.3% 100%

（注）1. 八千代市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です
2. 職務名とは、それぞれの級に該当する代表的な名称です
3.  一般行政職とは税務職、医療技術職、看護・保健職、福祉職、消防職、企業職、技能・労務職、その他の教育職以
外の職員です

採用・退職者数
（５年度）

区　分 採用者数 退職者数
市長部局等 28人 42人
消 防 本 部 7人 10人
合　計 35人 52人

※採用者数は5年4月1日～6年3月31日までに入庁した数
※退職者数は5年4月1日～6年3月31日までに退職した数
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　国勢調査の結果は、社会経済を支える情報
基盤として、行政機関や民間企業などに広く
利用され国民生活に役立てられています。第
１回調査は大正９年に行われ、令和７年調査
は22回目に当たります。

調査員の身分と報酬
　調査期間中は、非常勤の公務員となります。
調査活動中にケガをした場合は、法令に基づ
き公務災害として補償されます。なお、調査
活動中に知った情報を他に漏らすことは、法
律で禁止されています。
　報酬は１調査区（約50～70世帯）当たり、
35,000円程度となる見込みです。

調査員の業務

　現時点では、８月下旬～10月下旬の期間で
主に次のような業務へ従事していただくこと
を予定しています。
⑴ 調査員事務説明会への出席、調査方法など
の理解
⑵担当調査区の確認
⑶ 調査書類一式の配布（世帯へ調査の内容の
説明、調査票の記入依頼など）
⑷調査票の回収
⑸ 調査書類の点検・整理
⑹ 市役所へ調査書類などの提出
※各業務に期限などはあ
りますが、期間内の活動日
程は、基本的に調査員の都
合で予定を組むことがで
きます。

申込資格
　以下の全ての要件を満たしている人が申し
込みできます。
⑴ 責任を持って調査事務を遂行できる、原則
20歳以上（８月時点）の健康な人
⑵ 調査活動中に知り得た事柄を他に漏らさな
い人
⑶警察・選挙・税務に直接関係のない人
⑷ 暴力団員その他の反社会的勢力との関係を
有しない人

応募方法
　インターネットによる電子申請または紙の
申込書（郵送）により応募してください。
　電子申請については、右のコー
ドから「ちば電子申請サービス」
にアクセスし、必要事項を入力し
て申請してください。
　郵送で申し込む場合は、右下のコードから
八千代市の国勢調査員募集サイトにアクセス
し、「国勢調査員申込用紙」を印刷して必要
事項を記入の上、〒276-8501八千
代市役所情報政策課統計調査班へ
送付してください。
　この特集のお問い合わせは、情報政策課統
計調査班 421-6706へ

　国勢調査は、日本国内に住んでいるすべての人と世帯を対象として、５
年に一度実施される我が国で最も重要な統計調査です。国勢調査の実施に
当たっては、調査員による調査活動が必要不可欠です。本市では、約1,000
人の調査員を必要としており、現在、国勢調査員を募集しています。調査
員として日本の統計を支えてみませんか。

令和７年国勢調査の調査員を募集


